
22_インド.mcd  Page 1 18/05/18 08:47  v5.51

インド
面 積 328万7550km2

人 口 13億2680万人(2016年7月1日，国連人口部推定)
首 都 デリー
言 語 ヒンディー語(連邦公用語)ほか
宗 教 ヒンドゥー教，イスラーム教，キリスト教，シク教など

政 体 共和制
元 首 ラーム・ナート・コーヴィンド第14

代大統領(2017年7月25日就任)
通 貨 ルピー(1米ドル＝64.49ルピー，

2017年4月～12月平均)
会計年度 4月～3月

国 境
州 境

首 都
主要都市

アフガニスタン

パキスタン

アラビア海

インド洋

プドゥチェリ

ベンガル湾

バングラ
デシュ

ミャンマー

中  国

ネパール

係争地（パキスタンが実効支配）

係争地（中国が実効支配）

ヒマーチャル・
プラデーシュ

チャンディガル

ジャンムー・
カシミール

パンジャーブ

ラージャスターン

グジャラート

ディウ
ダマン

ダドラ・ナガル・ハヴェリ

ラクシャドウィープ

スリランカ

マハーラーシュトラ

マディヤ・プラデーシュ

ウッタル・
プラデーシュ

デリー
シッキム

ブータン

オディシャ コルカタ

ビハール

ジャールカンド
西ベン
ガルチ

テ

 
 
ス
ガ
ル

ムンバイ

タミル・
ナードゥ

カ
ル
ナ

タ
カ

ゴア

ケ

ラ
ラ

チェンナイ

アッサム

ア
ン
ダ
マ
ン・ニ
コ
バ
ル

① ナガランド
② メガラヤ
③ マニプル
④ ミゾラム
⑤ トリプラ

①

③
②

④
⑤

アル
ナー
チャ
ル・

プラ
デー
シュ

アーンドラ・
プラデーシュ

テーラン
ガーナー

ハリヤーナーハリヤーナーハリヤーナー

ウッタラーカンド



22_インド.mcd  Page 2 18/05/18 08:47  v5.51

2017年のインド2017年のインド

問題を内包しつつも安定した
政権運営を続けるモディ政権
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概 況
インド人民党(BJP)のナレンドラ・モディ首相率いる国民民主連合(NDA)政権
は比較的に安定した政権運営を行っている。州議会選挙では地方政党のアカー
リー・ダルと連立を組むパンジャーブ州で会議派に敗れたが，ウッタル・プラ
デーシュ(UP)州では大勝し，グジャラート州でも勝利した。大統領選挙でも
ラーム・ナート・コーヴィンドを当選させた。しかし，モディ政権は州政府によ
る農民の農業負債返済免除などを止めることができず，経済改革の政治で限界を
露呈した。一方，会議派はパンジャーブ州議会選挙以外では成果を収めることが
できなかったが，12月の総裁選挙でラーフール・ガンディーが総裁に就任したこ
とは新鮮なイメージを与えた。
経済に関しては，実質 GDP成長率が6.5％となり，前年よりもさらに下降した。

これには2016年11月に突如行われた高額紙幣の流通停止や2017年7月の「物品・
サービス税」(GST)の導入に伴う経済の混乱が成長に悪影響を及ぼしたといえる。
しかし，四半期ごとの GDP成長率に注目すると6～9月に GDP成長率は上昇を
始めており，インド経済が早期に混乱から脱したことがわかる。財政政策では7
月の統一的な GSTの導入に加えて，1951年以来，インド経済を支えてきた「5
カ年計画」が3月に終了し，政策委員会によって3年間の新たな経済政策指針が
示された。この経済政策に従って，2018/19年度予算では農業振興・農村開発が
重視された。金融政策では，公的・民間銀行の不良債権問題が大きな課題となり，
この解決のためにインド準備銀行の権限が強化された。
国際関係については中国とは国境紛争のため緊張が高まった。パキスタンとの

関係は冷え切ったままである。対照的にアメリカ，日本とは良好な関係を維持で
きており，インドがどちらの側に立っているか鮮明となった。
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国 内 政 治

モディ政権の安定性
任期の半分を越えたモディ政権は，比較的に安定した政権運営を行っている。

7月1日には GSTの導入が実現し(「経済」の項参照)，定着にはまだ多くの問題
はあるが，長年の懸案であった合理的な間接税体系がスタートした。
9月3日には3度目となる内閣改造に伴い新大臣の就任宣誓式が行われた。内

閣改造ではモディ首相は実績と説明責任重視という方針で人選を行ったとされる。
P・ゴーヤル，N・シタラマン，D・プラダーン，ムクタル・アッバス・ナクヴィ
が実績を買われて閣内大臣に昇格した。とくに N・シタラマンが女性として初め
て国防大臣に就任したのが注目された。モディ首相の内閣改造が各大臣の実績と
説明責任という基準で行われているとの評価は，政権がプラスイメージを維持す
ることに貢献している。
モディ政権と民族奉仕団(RSS)の関係も良好である。9月30日のスピーチで

RSS 総裁モーハン・バーグワトは，後述するように問題が多い州政府の農業
ローンの返済免除政策も含めて，モディ政権の政策を強く支持した。ヒンドゥー
民族主義を掲げる RSSは BJPの生みの親であり，北部，西部を中心に多くの支
部をもち，社会的影響力は無視できない。モディ政権にとって RSSと良好な関
係を維持することは政権の安定性につながっている。
また後述するように UP州やグジャラート州などの州議会選挙での BJPの勝利

はモディ政権の威信を高めた。しかし，問題は山積している。

大統領選挙
7月20日に大統領選挙が行われ，BJPと NDAが推すビハール州知事ラーム・
ナート・コーヴィンドが勝利した。大統領は連邦上・下院議員，および州議会議
員(州が上院をもつ場合，上院議員は除く)が選挙人となって選出される。ただし，
各議員がもつ投票数は議員の代表する人口にほぼ比例する形で決められるので，
連邦議会議員は州議会議員の数倍の投票数をもつ。
コーヴィンドは UP州のダリト(被抑圧階層：その多くは憲法上「指定カース
ト」とされる歴史的に差別を被ってきた人々)である。弁護士出身の同氏は1991
年に BJPに入党し1994年に連邦上院に選出された人物で，RSSと親密な関係を
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もつ。知名度が高くなかったコーヴィンドが BJPによって大統領候補となった
背景は，知名度が低いがゆえに野党の反発が小さく，また，ダリトを候補者とす
ることによって，頻発するダリトへの差別，暴力事件が引き起こすダリトの反発
を和らげるという期待があったとみられる。BJPは6月19日にコーヴィンドを次
期大統領候補とすることを発表した。これに対して会議派を中心とする野党は同
じくダリト出身である元連邦下院議長のメイラ・クマールを6月22日に大統領候
補として選出した。7月20日の開票の結果，コーヴィンドが投票数の65.6％を獲
得して勝利し，25日に第14代大統領に就任した。
大統領選挙後，8月5日に副大統領選挙も行われ BJPのヴェンカイアー・ナ

イドゥが当選した。同氏は8月11日に副大統領に就任した。

会議派の動き
会議派は党勢立て直しを図っているが，大きな成果が上がっていない。
2017年1月28日には，元カルナータカ州首相や連邦外務大臣を歴任した S・

M・クリシュナが党内での処遇を不満として会議派を脱退し，3月22日に BJP

に入党した。同州では2018年に州議会選挙が予定されており，BJPは S・M・ク
リシュナの入党を歓迎した。カルナータカ州会議派にとってダメージは大きい。
会議派は10月9日に，BJP党首のアミット・シャーの息子ジャイ・シャー所有
の会社が2014年に BJP が政権を握った後，売上高が大きく上昇したとのイン
ターネット報道ポータルの「ワイヤー」の記事に基づき，腐敗の疑いからアミッ
ト・シャーの党首辞任，諮問委員会の設置を要求して BJPを揺さぶった。しか
し，ジャイ・シャーは根拠がないとして逆にワイヤーを名誉毀損で訴えた。
また会議派は11月4日に，N・シタラマン国防大臣などモディ政権の4大臣が

「報酬をともなう官職」に就いているとして，大臣職からの辞職を求めた。具体
的には国家安全保障担当官アジット・ドーヴァルの息子が運営するシンクタンク
のインド財団の理事に4人が就いていることを指摘したのである。「報酬をとも
なう官職」とは政府が設立する機関の職であるが，憲法が国会議員に兼職を禁止
するのは立法府と執行部の間の独立を保障するためである。会議派はこの規定に
違反しているとして非難したのであるが，BJPは要求には応じていない。
一方，後述するように会議派は2017年の一連の州議会選挙ではパンジャーブ州

を除き党勢回復の兆候はみられなかった。北部，西部で党勢が回復しない大きな
理由のひとつは党組織の弱体化にある。この問題は一朝一夕には解決策はないが，

問題を内包しつつも安定した政権運営を続けるモディ政権
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12月11日に行われた総裁選挙でラーフール・ガンディー副総裁が総裁に選出され
たのは党再生に向けて明るいニュースであった。ラーフールは1970年生まれでソ
ニア・ガンディー元総裁の息子である。ラーフールは16日に独立以降では第16代
となる総裁に就任した。就任演説でラーフールは「会議派はインドを21世紀に導
いたが，現首相(モディ首相)は，人が自分と違っている，違ったものを食べてい
るというだけで殺し合い，信じるものが違うというだけで打たれる中世の世界に
我々を連れ戻している」と述べ，BJP政権を厳しく批判した。

州政治と州議会選挙
―ウッタル・プラデーシュ州，パンジャーブ州，ウッタラーカンド州，ゴア
州，マニプル州の州議会選挙
2017年は重要州で州議会選挙が行われ，北部，西部の州では依然として BJP

の人気が衰えていないことが示された。
3月11日に開票された州議会選挙結果は以下のとおりである。BJPは UP州，

ウッタラーカンド州で大勝し，UP州では3月19日にヨーギー・アーディティヤ
ナートが州首相に就任した。BJPはゴア州とマニプル州では第1党を会議派に
譲ったが，ゴア州ではゴア前進党やマハーラーシュトラ・ゴア党など，マニプル
州では全国人民党やナガ人民戦線などの支持を得て政権を発足させることに成功
した。マニプル州で BJPが政権に就くのは初めてである。パンジャーブ州では
会議派が勝利し3月16日にアマリンデル・シンが州首相に就任した(表1)。

2017年のインド
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表1 州議会選挙結果(3月11日開票)
ウッタル・プラデーシュ州(定数403議席：投票率61.0％)
BJP：312(39.7)，社会主義党：47(21.8)，大衆社会党：19(22.2)，我が党(ソネイラール派)：
9(1.0)，会議派：7(6.2)，スヘルデーヴ・インド社会党：4(0.7)，その他および無所属：5
パンジャーブ州(定数117議席：投票率76.8％)
会議派：77(38.5)，庶民党：20(23.7)，アカーリー・ダル：15(25.2)，BJP：3(5.4)，民衆正義
党：2(1.2)
ウッタラーカンド州(定数70議席：投票率64.7％)
BJP：57(46.5)，会議派：11(33.5)，無所属：2
ゴア州(定数40議席：投票率81.2％)
会議派：17(28.4)，BJP：13(32.5)，マハーラーシュトラ・ゴア党：3(11.3)，ゴア前進党：3
(3.5)，ナショナリスト会議派党：1(2.3)，無所属：3
マニプル州(定数60議席：投票率85.9％)
会議派：28(35.1)，BJP：21(36.3)，全国人民党：4(5.1)，ナガ人民戦線：4(7.2)，その他およ
び無所属：3
(注) 政党獲得議席の後のカッコ内は得票率(％)。
(出所) インド選挙員会データ(http://eci.nic.in)より。
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UP州の選挙は，2014年連邦下院選挙の継続であった。いくつかの世論調査か
ら BJP大勝の要因はモディ首相の人気に加えて，ダリトに支持基盤をおく大衆
社会党政権やヤーダヴやムスリムに支持基盤をおく社会主義党政権から，目立っ
た利益を得られなかった諸カースト，そして，高カーストが BJP支持を明確に
したことにあったとみられる。与党の社会主義党は会議派と選挙協力を行ったが，
党内の分裂もあり，得票率は2012年の29.1％から大きく低下した。
新州首相のアーディティヤナートは僧侶で，ヒンドゥー民族主義者として知ら

れる。就任以来，犯罪撲滅のための容赦ない警察権力の行使，州行政官僚に成果
を求める厳しい姿勢などは好感をもってみられた。また農業ローンを，10万ル
ピーを上限として返済を免除する措置を4月4日に発表したことは農民から歓迎
された。しかし，一方で同氏が州首相に就いたことで高カースト中心のヒン
ドゥー民族主義的風潮が強まっていることが問題となっている。
たとえば，同氏によって2002年に創設されたヒンドゥー青年団は私的に道徳的

取り締まりを行い，ムスリムなどの反発を強めていた。5月24日に州首相が予防
接種キャンペーンでクシーナガル県を訪問する際に，地方役人が石鹸をダリトの
村人に渡し，体を洗っておくように指示したことはダリトに対する侮辱であると
して強い非難が起こった。また，州政府が不法営業とみなす屠殺場を強引に禁止
したことは食肉業で生計を立てているムスリムだけでなくダリトにも大きな不満
を引き起こした。さらには，12月6日に州政府がヒンドゥー教の聖典のひとつで
あるバガヴァッド・ギーターに基づく宗教テキストに関して歌会を行うように州
内のすべての学校に指示を出したことには批判が集まった。
パンジャーブ州では2014年の連邦下院選挙で庶民党が急伸し，注目された。結

果的にみると庶民党の得票率は2014年の選挙とほぼ同じレベルであったが，それ
は与党のアカーリー・ダルと BJP連合の票を奪うこととなり，会議派の勝利に
つながった。会議派の得票率は前回の2012年は40.1％であったから今回は前回よ
りやや少ない得票でより多くの議席を獲得したことになる。
アマリンデル・シン会議派政権の大きな課題は農民の不満にどう対処するかで

ある。パンジャーブ州はインドでもっとも農業近代化が成功した州とみられてい
るが，近年，農業近代化の陰で借金が返済できない農民の自殺が急増するなど，
さまざまなひずみが顕在化している。これに関してアマリンデル・シン州首相は
農民救済策として6月19日に，土地所有が5エーカーまでの小農・零細農を対象
として農業ローンを20万ルピーを上限として返済免除を認めるなど救済策を発表

問題を内包しつつも安定した政権運営を続けるモディ政権
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した。ただし，農業用電力を補助金により無料で使用させる政策は継続するが，
中・大規模農家は電力補助金を自発的にあきらめるよう呼び掛けてもいる。また
州政府は10月19日に相対的に後進的な階層である「その他後進階級」(OBCs)が，
行政や教育機関などで優先的に採用される留保制度を利用できる基準を緩和する
ことを決定した。OBCsでも一定以上の裕福な世帯は留保制度の恩恵にあずかれ
ない。その基準を年所得60万ルピーから80万ルピーに引き上げ，比較的に所得の
高い世帯も留保制度の恩恵にあずかれるようにした。中央政府では留保制度を利
用できる OBCsの所得基準を60万ルピーから80万ルピーへの引き上げることは，
9月13日に決定されている。

―ビハール州の政変
ビハール州では与党で，ニティシュ・クマール州首相率いるジャナター・ダル

(統一派)(JD[U])が BJP連合に鞍替えする事件が起こった。2015年11月の州議会
選挙では，ニティシュ・クマール率いる JD(U)とラッルー・プラサード・ヤー
ダヴ率いる民族ジャナター・ダル(RJD)，会議派，ナショナリスト会議派党がま
とまり反 BJP の「大連合」を組み勝利した。しかし，2017年に入り JD(U)と
RJDの対立が決定的となり，連合は分裂した。分裂に至る基本的要因はニティ
シュ州首相が，スキャンダルが頻発する RJDとの関係を清算しようとしていた
ことにある。そこに BJPの揺さぶりが加わった。
JD(U)と RJDの対立が決定的となるまでには，いくつかの伏線があった。ま

ず，2016年9月に重犯罪の罪で収監されていた RJDの有力者モハンマド・シャ
ハブッディンが保釈されたことがある。ラッルーと親密な関係にある同氏はニ
ティシュ州首相と対立する政治家である。また，ニティシュ州首相は2017年6月
21日に BJPの推すコーヴィンドを大統領候補として支持することを明らかにし，
連合内の対立を自らあからさまにした。決定的事件はラッルーの息子で副州首相
のテージャスウィ・ヤーダヴ(RJD)が7月10日に腐敗の嫌疑で中央の捜査機関か
ら捜査を受けたことである。この時，テージャスウィは辞任を拒否したが，この
機会を捉えて BJPはニティシュ州首相が RJDとの関係を解消するよう決断すれ
ば，閣外からニティシュ政権を支持すると呼び掛けた。7月26日にニティシュ州
首相はテージャスウィの腐敗を理由として RJDとの関係を清算し，州首相を辞
任した。これに対して BJPはすぐさまニティシュ支持を明らかにした。ニティ
シュは27日に州首相に就任し翌28日は BJPの支持を得て州議会の信任投票を切

2017年のインド
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り抜けた。JD(U)は8月19日に NDAに参加することを決定した。
RJDの腐敗体質は12月23日にジャールカンド州ランチーの中央捜査局(CBI)の

特別法廷による，飼料詐欺に関係する判決で，ラッルー・プラサード・ヤーダヴ
および，ほかの15人に対し有罪判決が下され，ラッルーが収監されたことでも改
めて明らかになった。

―グジャラート州およびヒマーチャル・プラデーシュ州の州議会選挙
12月18日には，グジャラート州およびヒマーチャル・プラデーシュ州の州議会

選挙の開票が行われた。選挙は両州とも接戦であったが，BJPが会議派に対して
勝利した。ヒマーチャル・プラデーシュ州では27日に，元 RSS 幹部のジャイ
ラーム・タークルが州首相に就任した(表2)。
グジャラート州では今回の選挙は BJPにとって不安材料が多かった。たとえ
ば，2016年7月にギル・ソムナート県ウナで上位カーストの牛保護団が牛の皮鞣
しを行ったダリトに暴行し，それに反発してダリト数人が農薬で服毒自殺を図っ
た事件は，BJP州政権に対するダリトの反感を高めた。また，アーメダバード近
郊で2017年2月14日にナルマダー河からより多く取水できるよう要求する農民が
警察と衝突し多くの負傷者を出したことも州政府に対する不満を高めた。さらに，
パーティダール・カーストの指導者ハルディック・パテールと会議派の選挙協力
がなったことは BJPにとってマイナス要因であった。2015年から同氏は州政府
がパーティダール・カーストを OBCsとして認定するよう運動を行ってきたが，
実現しなかった。今回の選挙では，同氏の運動が会議派を支援するかわりに，選
挙で会議派が勝った場合，OBCsの留保制度を同カーストに適用することが11月
22日に同氏と会議派の間で取り決められた。
以上のようなマイナス要因はあったが，依然として高いモディ首相の人気から

BJP州政府への支持は一定の水準を維持しているとみられた。州政府は人々の不
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表2 州議会選挙結果(12月18日開票)
グジャラート州(定数182議席：投票率68.4％)
BJP：99(49.1)，会議派：77(41.4)，インド部族党：2(0.7)，その他および無所属：4
ヒマーチャル・プラデーシュ州(定数68議席：投票率75.3％)
BJP：44(48.8)，会議派：21(41.7)，その他および無所属：3
(注) 暫定値。政党獲得議席の後のカッコ内は得票率(％)。
(出所) インド選挙員会データ(http://eci.nic.in)より。
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満を和らげるため，若者の雇用促進のための行政機関への雇用促進，民間企業と
若者を引き合わせ雇用につなげるジョブ・フェアーを2月以降，各地で開催して
一定の成果を上げた。一方，州会議派は党内の分裂もあり，支持基盤を順調に広
げられなかった。結局，選挙では BJPが勝利し，続投が決まったヴィジャイ・
ルーパーニーが12月26日に州首相に就任した。
一連の州議会選挙において BJPが主要州で勝利を収めたことから，連邦上院

も徐々に BJPと NDA所属政党の比重が高くなってきた。連邦上院(任期6年で
解散はない)は2年ごとに3分の1ずつ改選されるが，州議会議員が選挙母体で
あるため州議会の勢力が反映されるからである。2014年8月の上院議員は，BJP
が42議席，NDA全体で56議席であったが，2018年1月時点では239議席中，BJP
は58議席，NDA全体で83議席となった。NDAは連邦下院では多数を確保してい
るが，上院で少数であることから法案通過が難しいという「ねじれ」現象がモ
ディ政権の法案通過に大きな制約となっている。上院で勢力が拡大しつつあると
はいえ，NDAがねじれを解消することは当面難しい。

モディ政権と農民
成長を続けるインド経済のなかで政治的に大きな問題となっているのは，成長

から取り残される弱者層に対してどのように対処するのか，という点である。と
りわけ経済成長の成果がもっとも届きにくい農村貧困層の底上げは急務である。
中央政府はすでに2016/17年度中の2017年1月2日には「マホトマ・ガンディー
全国農村雇用保証事業」(MGNREGA)向け予算を240億ルピーから400億ルピー
へ増額し，農業労働者など農村貧困層への政策的配慮を示した。同事業は，村レ
ベルの小規模な公共事業などによって年間100日の雇用と賃金を農民に保証する
事業である。MGNREGAなど短期的に効果が期待できる事業は旱害など天候不
順による困窮時に利用される場合が多い。タミル・ナードゥ(TN)州では2016年
のモンスーン不順による大旱魃のため，州首相のパンニールセルヴァムが2017年
1月11日に旱魃被害州と宣言し，MGNREGAの年間雇用上限を150日に引き上げ
るなどの諸政策を発表した。MGNREGAは中央政府の支出割合が大きいため，
結局，中央政府の援助を求めることとなった。
農業の不安定さに起因する農村の困窮は TN州にとどまらず，また，農村経済

の不安定性は農業労働者だけではなく，零細農，小農，中農にも及ぶ。その極端
な形は自殺である。農民の自殺は，多額の借金をして資本投下したにもかかわら
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ず天候不順などで収穫が得られず返済不可能となることが大きな原因で，脆弱な
基盤のうえで商業的農業を行う農民の間で多い。したがって，農民の政治に対す
る要求のなかで農業ローンの返済免除が重要な位置を占める。選挙政治で農民は
重要な票田であるから，政府も農村の状況には政治的に敏感となりその要求に応
じざるをえず，政府が返済を肩代わりする形で農業ローンの返済免除が行われて
きた。
2017年も，3月に行われた UP州議会選挙における BJPのマニフェストには零
細農，小農に対する農業ローンの返済免除が盛り込まれ，モディ首相自身も2月
15日の選挙応援で BJPが選挙で勝利した時は農業ローンの返済免除を行うと表
明した。農業ローンの返済免除は BJP以外の他政党も表明しており，いわば，
政党間で競って打ち出されている政策であるため，多くの州で実施された。4月
4日の UP，4月11日のテーランガーナー，6月19日のパンジャーブ，6月22日
のカルナータカ，6月24日のマハーラーシュトラ，9月14日のラージャスターン
など，いずれの州でも一定の条件付きながら，州政府は農業ローンの返済免除を
決定している。
しかし，農業ローンの返済免除は，一方でモラル・ハザードにつながることか

ら，金融機関などから反対意見も根強い。たとえば，UP州政府の農業ローン返
済免除発表後の4月6日に，中央銀行であるインド準備銀行(RBI)の総裁は，農
業ローン返済免除に強い警戒感を表明した。RBIは6月18日にもカルナータカ州
など他の州政府に農業ローンの返済免除の動きが広がることに警告を発している。
中央政府も，モディ首相の先の発言とは裏腹に，6月12日にはアルン・ジャイト
レー財務大臣が中央政府として農業ローンの返済免除のために資金を供給するこ
とはなく，実施するとしたらそれは州政府の資金でやるべきと述べた。また7月
21日には S・K・ガングワル財務担当大臣は連邦下院で，モディ政権下の3年間，
中央政府が農業ローンの返済免除を行ったことはなく，今後も中央政府が農業
ローンの返済免除を行うことはないと陳述した。
農業ローンの返済免除などは一時的な救済策にすぎず，農民の生活におけるリ

スクを構造的に低下させるためには，灌漑設備の建設や制度信用の拡充など物理
的，経済的インフラの拡充が必要である。しかし，灌漑設備は建設が容易な地域
ではすでにかなり普及しており，半乾燥地域であるデカン高原など建設が難しい
地域で普及させるためには多額の投資が必要となるため大幅な拡充は難しい。ま
た，制度信用も経済的弱者層には実際上アクセスが限られる。よって，より広い

問題を内包しつつも安定した政権運営を続けるモディ政権
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階層に普遍的に届く支援策は限られる。そのひとつは公的社会インフラの拡充で
ある。とくに公的保健システムの拡充は農村貧困層にとって重要である。
モディ政権は2年間ペンディングになっていた国家保健政策を3月15日に承認

した。2002年以来となる新しい2017年国家保健政策は，保健サービスをすべての
人々に安く届けることを目標とする。政府による公的保健サービスの基本組織は
県(district)の下の郡相当のレベルに置かれている公共保健センター(PHC)である。
これは中央政府の指導で州を問わずほぼ全国的に設置されている末端組織で，農
村部の公的保健医療のサービスを中心的に担うことが期待されている。しかし，
村人にとってもっとも身近であるべき PHC の実績は乏しいのが実態である。
PHCは大規模な予防接種キャンペーンや出生前検査などでは一定の役割を果た
しているものの，設備・人員の不足や腐敗のため，重大な疾病の場合，ほとんど
の農民は都市部の民間病院，または県レベルの公的大病院を利用することが各種
調査で明らかとなっている。2017年国家保健政策では人々の公的医療体制への信
頼を強化するため，すべての人に無料で医療を届けること，予防医療などの強化，
県レベルの病院や PHCの機能の拡充など，包括的な政策を実施するとの目標が
提示された。
また，同政策では公的医療体制と民間医療者の協調もうたわれた。この民間と

の協調は，7月19日に保健・家族福祉省，政策委員会が官民連携(PPP)方式に
よって，特定疾病に関して民間事業者に県レベルの公立病院のスペースを使用さ
せサービスを改善し，無料の医療は貧困線以下の貧困層にのみ適用するなどの案
を世銀との会議で提出したことで，具体的な政府の意図が明らかになった。しか
し，これは政策として調整不足であり，公的サービスの切り捨てにつながりかね
ないなど，各方面から批判をあびた。カルナータカ州の会議派政府は11月30日に
政策委員会が州政府に示した，公立病院の機能を大々的に民間部門に開放すると
いう方針に強く反対した。
モディ政権の経済政策はネオリベラルの側面が注目されるが，2017年に入り，
以上のように農民や社会的弱者層に対するポピュリスティックな政策も強化され
ている。9月25日にもモディ首相の肝いりで，すべての家庭，とくに貧困世帯の
場合は無料で電気コンセントをつける事業が開始された。これらの政策・事業に
は2019年に予定される連邦下院選挙をにらんでの政治的意図が見えるが，いずれ
も問題解決のための根本的構造改革にはなっていない。
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モディ政権とヒンドゥー民族主義
モディ政権ではヒンドゥー民族主義の浸透が徐々に進んでおり，それに伴う社

会的軋轢も頻発している。近年，とくに問題となっているのが，ヒンドゥー教で
神聖な動物とされる牛を保護する「牛保護団」の活動である。これは他の宗教徒，
とりわけムスリムによる牛の屠殺と食肉という日常レベルの問題と関係するため
社会的に先鋭化しやすい問題である。民間団体の調べによると，牛保護のため牛
保護団が牛の屠殺や食肉を行ったと疑われる個人に私的に暴力的制裁を加えるな
どの憎悪犯罪の件数は，2014年：3件，2015年：12件，2016年：24件，2017年：
37件(12月初めまで)と，モディ政権に入って顕著に増加している。被害者のほと
んどはムスリムである。このような状況に対して，中央政府の法律委員会は，3
月24日にリリースされた報告書で，民主主義を強化するためにヘイトスピーチに
対して刑罰を強化する必要性を政府に勧告している。
一方で，環境・森林・気候変動省は5月23日に動物虐待禁止法に基づき，家畜

が屠殺を目的として売買されるのではないとの証文を示さないかぎり，家畜を市
場に持ち込むことを禁止する通達を出した。このことは，中央政府が牛など家畜
の合法的な屠殺をも難しくさせ，結果として，ムスリムなど宗教的少数派の生活
を困窮させているとして反発が広がった。中央政府は6月4日に，同通達は特定
のコミュニティを傷つけるものではないと釈明した。しかし，最高裁は7月11日，
この通達の執行停止を命令した。
モディ首相は6月29日には，ジャールカンド州ラームガルで牛肉を運搬したと

疑われた男性が群衆に撲殺されたことに関して，牛保護を口実にした殺人を非難
した。また7月16日には，州政府は暴力にふける牛保護団員に対して厳密な処置
を講ずるべきであると発言した。これに対して RSS関連団体の世界ヒンドゥー
協会の指導者プラヴィーン・トーガディアは同日，牛保護団は何者をも恐れる必
要はないと，その活動を支持した。一方，RSSは7月21日に牛保護団の暴力を
支持しないし，暴力を振るった犯人は処罰されなければならないと，政府寄りの
見解を示した。このように，モディ政権と RSS指導部は過激な牛保護団の活動
を容認しない姿勢を示しているが，過激な RSS系団体はそのような方針を受け
入れておらず，RSS関連組織は一枚岩ではない。
牛保護団の問題以外でも，ヒンドゥー民族主義と国家主義を浸透させる，ある

いはそれを阻むものを排除する動きがみられる。既述の UP州のアーディティヤ
ナート BJP政権の政治はその典型である。
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検閲で露骨な情報統制を行う例もみられる。たとえば，ケーララ州の国際映画
祭で，カシミールの情勢不安を取材したドキュメンタリー，AP州ハイデラバー
ド大学の学生ロヒト・ヴェミュラが BJP系の学生組織との対立による寮追放で
2016年1月に自殺に追い込まれた事件のドキュメンタリー，そして，デリーのネ
ルー大学で学生が反国家的扇動を行ったとして正当な証拠もなく逮捕された2016
年2月の事件に対する抗議活動を描写したドキュメンタリー3本の上映が申請さ
れたが，6月10日に中央の情報・放送省は上映許可を与えず，上映を認めない理
由も開示されなかった。
しかし，一方では，ヒンドゥー民族主義と国家主義の浸透に反発する，あるい

は阻む動きもみられ，その過程は跛行的である。たとえば，2016年11月30日に最
高裁は映画上映前の国歌演奏と観客の起立を求める命令を出した。しかし，2017
年10月23日に最高裁自身がこの判断を問題視し，結局，2018年1月9日に映画館
で国歌演奏を義務とする2016年11月の命令を改め，国歌演奏の判断は個々の映画
館に任せるとした。
10月28日に RSS総裁バーガトは，インドはヒンドゥーのものであるが他を排

除することはないと講演した。BJP政権の基本的な考えはこれに沿ったものであ
ると考えられよう。 (近藤)

経 済

マクロ経済の概況
2018年1月5日付のインド統計・事業実施省中央統計局(CSO)の報告書による
と2017/18年度(2017年4月～2018年3月)のインドの実質 GDP成長率(第1速報
値)は6.5％であった。前年度の成長率(7.1％)よりも強く落ち込んだ原因として，
2016年11月に突如発表された高額紙幣の流通停止，および2017年7月の統一的な
「物品・サービス税」(GST)導入に伴う経済の混乱が考えられる。2016年の高額
紙幣の流通停止後に，農村部では現金が不足して商品取引が中止になったり，
物々交換によって商取引が成立したりと，農村経済は大いに混乱した。農村部で
の混乱を示すかのように，産業部門別の実質成長率では農林漁業が前年度よりも
大きくその値を下げている。しかし，実質 GDP成長率を四半期ごとにみてみる
と，2017年のインド経済を単純な成長の鈍化のみでは説明できなくなる。すなわ
ち2016年最終四半期(9～12月)の GDP成長率(7.1％)は2017年第1四半期(1～
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3 月)に6.1％，第2四半期(4～6月)に5.7％まで低下するものの，第3四半期
(7～9月)には6.3％まで回復しており，その後の上昇を見込んで2017/18年度の
成長率が6.5％と定められたと考えられる。とくに建設業は早期に回復し，前年
度よりも成長率が伸びている(表3)。
高額紙幣の流通停止は株式市場に深刻な打撃を与えなかった。インドの代表的

な株式指数 SENSEXは2016年11月に2万6000ポイントを下回ったが，12月には
回復して2017年を通じて上昇傾向にあった。7月には消費者物価指数(CPI)の上
昇率が過去最低の1.54％に下がり(後述)，RBIによる利上げを期待して株価が上
昇して3万2000ポイントを突破した。10月初旬に大手のアクシス銀行(Axis
Bank)の不良債権の増加が発表され，その影響で株価が下落して一時的に3万
2000ポイントを割り込んだが，その後に回復して3万4000ポイント前後で2017年
の取引を終え，2017年後半の値は未曾有の高値となった。
CPIは2017年1月から3月にかけて大きく上昇したが，これは高額紙幣の流通

停止による消費への衝撃が徐々に回復してきたことを示しており，3月は燃料な
どを中心に全般的な消費者物価の上昇をみた。卸売物価指数(WPI)も同様の理由
で上昇し，2月には燃料物価の高騰から前年度比5.1％上昇と3年3カ月ぶりの
高水準を示した。モンスーンの到来も好調で安定した農業生産が見込まれたため，
4～6月は農産物価格を中心に CPIは低下した。卸売価格も燃料と食料品を中
心に同時期に急落した。農産物価格の下落による不利益を被った農民は中央・州
政府の物価抑制政策の行き過ぎを非難し，6月1日にはインド中央部のマディ
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表3 産業部門別の実質成長率(％)
2015/16 2016/17 2017/18

全産業(国内総生産[GDP]) 7.6 7.1 6.5
農林漁業 1.2 4.1 2.1
鉱業 7.4 -1.8 2.9
製造業 9.3 7.4 4.6
電気・ガス・水道 6.6 6.5 7.5
建設業 3.9 2.9 3.6
商業・ホテル・運輸・通信 9.0 6.0 8.7
金融・保険・不動産・ビジネスサービス 10.3 9.0 7.3
地域・社会・個人向けサービス 6.6 12.8 9.4
(注) 2011/12年度を基準値とする要素価格に基づき算出。いずれも予測値または暫定値に基づく。
(出所) インド統計・事業実施省中央統計局(CSO)のプレス・ノート(2018年1月5日付)に基づき筆者
作成。
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ヤ・プラデーシュ州で農民のストライキが起こり，6日に暴動にまで発展した。
暴動以降，各地で出荷調整が行われた影響で，7月以降は玉ねぎを中心に食料品
価格が上昇し，CPIとWPIはともに上昇した。野菜を除く食料品などの卸売価格
が抑えられたことにより，2017年末にWPIは下降に転じた。他方で CPIは野菜価
格の高騰がより大きく影響しているのに加えて，都市部の住宅部門での物価が
8.25％まで上昇した。これに関しては政府による公務員の住宅手当を原因とする
見方もある。いずれにせよ CPIはWPIと異なり，年末まで上昇を続けた(図1)。
マクロ経済の概況を示す主要指数は，高額紙幣の流通停止による混乱から，遅

くとも2017年下半期に抜け出し，インド経済が回復基調にあることを示している。
このような状況をふまえて，この混乱を中長期的なインド経済成長政策に伴う
「痛み」であると流通停止を好意的に捉える見方も強くなっている。

2017/18年度の連邦予算
2月1日にジャイトリー財務大臣が2017/18年度の連邦予算案を下院に提出し

た。予算案は2月末に提出されるのが通例であったが，予算遂行を年度初めから
迅速に行うために前倒しで提出された。2017/18年度の予算案は，鉄道予算が一
般予算に組み込まれ，各省庁への予算配分を統合的にみられるように計画・非計
画支出の区分が撤廃されており，従来の予算とは形式が異なる点がみられた。予
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図1 消費者物価指数と卸売物価指数の変化率(％)

(注) 前年同月比。
(出所) WPIはインド商工業省経済諮問室のデータ，CPIは統計・事業実施省コ
ンピュータ・センターのデータに基づき筆者作成。
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算規模は税収として前年度比16％増の12兆3000億ルピーを見込んでいる(Ministry
of Finance, Union Budget 2017-18 参照)。財政赤字の対 GDP比は3.2％で，前年度
の3.5％よりも圧縮されているものの，2017/18年度の目標として掲げていた3.0％
には及ばず，2018/19年度の同比率が改めて3.0％に設定された。予算案では
2017/18年度の経済成長率を6.75～7.50％と見込み(前年度7.1％)，引き続き高い
経済成長を目指していくことを示している。
税収面では新たに「年収25万1～50万ルピー」の個人の所得税率を10％から5

％に削減しており，中間層を支える措置がとられている。なお，年収25万ルピー
以下の個人は従来に引き続いて所得税を免除されている。関税・サービス税に関
する変更は最小限にとどまっており，7月に控えた GST導入を考慮した措置で
あると考えられる。
総支出は前年度比8.5％増の21兆5000億ルピーを見込んでいる。総支出額で最

大のシェアを誇るのがインフラ部門の支出で，前年度比13.5％増の約4兆ルピー
が配分されている。2017/18年度から鉄道予算が一般予算に組み込まれたことを
受けて，鉄道開発を重点政策として多くの予算を配分している。具体的には線路
の3500キロメートル延長や25駅の再開発が掲げられ，これに加えて沿岸部での高
速道路(2000キロメートル)の建設や官民連携による地方空港建設の方針が示され
た。他方で，農業の振興・農村の開発は複数の部門にわたって目指された課題と
なった。農業関連では「5年間で農民所得を倍増する」という政策委員会の3年
間の政策指針(後述)に対応して，農業関連予算は5866億ルピーが配当され，前年
度比で20.1％と大きく増加した。農民の雇用保障制度である MGNREGAの予算
増額，農村の道路整備，灌漑整備，2018年5月までの100％電化，公衆衛生の改
善など農村開発のためにさまざまな予算が組まれた。農村の電化とともに
e-NAM(全国電子農村市場)の形成が進められ，インターネットで全国の農村市
場の情報を共有する計画が進められている。予算案提出時に250の市場がリンク
されており，2017/18年度中に585市場まで拡大することが目標として設定され，
このリンクに参加する市場の初期インフラ整備のために，参加マーケットに対し
て750万ルピーを支払う予算が組まれた。

GST導入とその影響
2016年に導入法案が成立して制度的な準備が整った GSTが2017年7月1日に

実施された。GSTは，中央政府，州政府が管轄する消費税や売上税を整合的に
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統合し，税制の矛盾や州間の違いを除いて制度を統一することを目標としている。
実際の導入に先立って，関連4法案(①中央 GST法，②州間 GST法，③州 GST

法，④連邦直轄地 GST法)が成立し，中央政府が課す GST，州間取引で課され
る GST，州政府が課す GST，連邦直轄地で課される GSTに関する実施細則が定
められた。さらに2017年5月18日に開催された GST評議会で GSTの税率が免除，
5％，12％，18％，28％の5段階に設定され，約500のサービスと約1200の商品
の税率が同評議会で決まり，税率対象の95％の段階分けが完了した。GST評議
会の発表によると，たとえば，石炭や航空運賃(エコノミー)が5％，トラクター
やエアコンなしのレストラン，航空運賃(ビジネス)が12％，砂糖，石鹸，エアコ
ン付きレストランが18％，エアコンなどの家電，炭酸飲料，シャンプーなどが
28％と定められ，さまざまな商品やサービスに関して，航空運賃などのように，
場合によってはかなり詳細に税率が定められた。他方で，野菜・果物・小麦，
ローカル列車・バスなど生活必需品・サービスは免税となっており，免税品・
サービスが生活必需品・サービスを中心にあまりに多岐にわたっているため，税
収が減額するのではないかという指摘が，税率発表後に複数のメディアでなされ
た。GST導入による新税率は，多くの商品やサービスで従来の税率を超えない
ように配慮されており，GST導入による価格高騰を抑える政策意図があったと
考えられる。
GSTは7月1日に導入され，7月の CPIとWPIは上昇に転じたが(前述)，こ

れは GSTを免除された食料品物価の上昇によるものであり，一部のメディアで
懸念されていたインフレを引き起こすことはなかった。ただし GSTが導入され
た現場では，大きな混乱が起こった。たとえば，GSTは7月1日以降に出荷・
提供された商品・サービスが対象となり，小売店では，在庫品の販売で旧来の間
接税を取るなど，7月中は2つの税体系が混在することとなり，小売商や購入者
に混乱が生じた。移行期は月に3度の税申告をすることが経営者に義務付けられ
ており，申告という新たな作業に経営者は多くの時間を割かれ，現場の混乱を増
長した。9月には移行期の混乱は過ぎたと判断され，申告回数が年2度に減らさ
れている。また仕入れの際に，仕入れ先が GSTを支払っていた場合は，仕入れ
の際に支払った税額を差し引いた額を納税すればよいという仕入れ額控除の制度
が定められ，脱税を防ぐために GST遵守の仕入れ先を選ぶことが求められた。
これにより，仕入れ先を変えなければならない中小企業が多く出たことが報じら
れていた。現場での混乱は，ほかにも報じられており，税体制の変化による「痛
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み」が GST導入前後のインド経済に悪影響を与えたと考えられる。マクロ指標
との関係では，GST導入以前に行われた在庫調整が2017年4～6月の実質 GDP

成長率を下げたという見方があるが，7～9月の GDP成長率は上昇に転じてお
り，マクロ指標では GST 導入の混乱はごく短期であったことになる。ただし
2017年11月10日の GST評議会でシャンプーが贅沢品カテゴリー(28％)から日用
品カテゴリー(18％)へ移されるなど，GST導入後の税率変更が相次ぎ，そのた
びに現場に混乱を招いた。商品・サービスの分類方法が確立しているわけではな
く，この制度的な問題は短期で解決する見通しが立っていないのが現状である。

5カ年計画の終了と新経済計画
「5カ年計画」が終了して新たな経済計画が始まった点で，2017年はインド経
済政策の節目の年となった。「5カ年計画」は初代首相でインド国民会議派の
ジャワハルラール・ネルーが1951年に打ち出した経済政策で，社会主義者を自称
するネルーの政治思想の影響を受けていたことはよく知られているが，歴史的に
みると植民地時代に始まるインド経済の大きな変化に，この政策を位置づけるこ
とができる。イギリスの植民地として，インドは帝国主義時代の世界貿易に組み
込まれていたが，1929年の恐慌後の世界経済の大きな変化のなかで，以前から胎
動があった輸入代替工業化が1930年代に大きく進展して国内経済が成長した。20
世紀前半のインド経済の方向転換のひとつの帰着として，独立後に始まった「5
カ年計画」を捉えることができる。「5カ年計画」は2012年開始の第12次(2017
年3月)をもって終了したが，1991年の経済自由化以降にインド経済が世界経済
を巻き込みながら大きく発展するなかで，インド経済は再び方向を転換してお
り，そのなかで「5カ年計画」も終了したと歴史的に俯瞰することができる。
「5カ年計画」に替わる新経済政策を進める主体は，モディ首相が「5カ年計
画」を推進した「計画委員会」を廃止して，2015年1月1日に発足した政策委員
会(正式名称：国立インド変革研究委員会)である。同委員会は連邦首相を議長と
して，経済学者や財務大臣などの閣僚メンバー，各州首相などから成っている。
同委員会は2017年4月23日の会合に基づいて，2017/18年度から2019/20年度まで
の3カ年の政策指針を8月23日に公表した。同指針には，財政，主要産業部門の
経済変革，地方の開発，教育・衛生，資源・環境など多方面における3年間の目
標値や課題が記されている。財政の税収部門では，連邦税の対 GDP比の増加を
2016/17年度の11.3％から2019/20年度に12.2％にとどめる方針を示しており，税
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負担を軽減して経済成長を促す政策をとることが示されている。支出部門では全
体として支出を圧縮する方針が記されているが，税収増を抑制気味としているた
め，厳しい財政運営を連邦政府が強いられることが予想される。主要産業部門に
関しては，前述のように「5年間で農民所得を倍増する」指針が打ち出され，市
場の改革や高付加価値農産物の生産奨励など種々の具体的な計画が示された。そ
の他の産業分野では共通して雇用創出が課題となっていた。地方開発では，
2017/18年度予算案で課題として記された農村開発プランに加えて，インド北東
部やヒマラヤ地域が開発の重点地域に指定された。教育では初等教育における教
師不足問題に取り組み，教師と生徒の割合を1：24とする目標を示した。他方で，
高等教育関しては3年間で20校の世界トップクラスの大学を設立することを目標
に掲げている。資源・環境では水資源の持続的な活用と大気汚染対策を重要な政
策として掲げている。多くの指針が2017/18年度予算の内容と対応しており，具
体的な政策はすでに進められている。政策委員会は，3年計画と同時に7年計画
と15年計画を並走させるビジョンを示しているが，後2者に関する具体的な指針
は2017年に公表されることはなかった。

銀行の不良債権
2017年は銀行の不良債権問題が深刻化した年でもあった。RBI副総裁のヴィ
ラール・アチャリャは7月22日の講演会のなかで，「政策金利よりも銀行の不良
債権問題の方が重要であるか」という質問に対して肯定の見解を示している。銀
行の不良債権問題は2016年から顕在化しており，概観すると2016年3～9月は公
的・民間銀行の双方で不良債権が大きく増加していたが，同年9～12月には不良
債権が減少している銀行もみられた。公的銀行では3～9月の不良債権額が総合
で前年比12.2％増加していたが，9～12月には2.2％増にとどまり，不良債権の増
加が鈍化していたことがわかる。このような状況をふまえて RBIは2017年3月
末を公的銀行のバランスシートのクリーンアップ期限と設定した。
状況が改善されなかったため，4月1日に RBIは早期是正措置(Prompt Correc-

tion Action)をとることを公表した。これにより，RBIは民間や外国銀行を含めた
すべての銀行に対してレバレッジ項目などが含めた従来よりも基準が多いモニタ
リングを行い，3つのリスクカテゴリーに従って是正措置を講じていく。是正措
置には選択的措置以外に強制的措置も存在し，リスクカテゴリーの最低基準を満
たさない場合は，合併，再構築，清算などの破綻処理を行いうることが規定され
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ており，RBIに強い権限が与えられている。さらに5月4日に連邦政府は大統領
令をもって1949年銀行規制法を改正し，RBIの銀行への指導権限をさらに強化し
た。これによって，RBIは問題資産に関して銀行の再建手続きを指導できるよう
になり，さらに銀行再建を確認する監査委員会を設置することが可能になった。
RBIは6月13日に，銀行全体の不稼働資産の25％を占める12の大口債務者をリス
ト化し，倒産再建手続きに入るように命じた。しかし，3番目の大口債務者で
あったエッサール社が RBIの措置が強引であるとして，倒産手続きを遅らせる
ようグジャラート高裁に7月4日，訴えを起こした。この訴えは7月18日に棄却
されたものの，この一件は RBIが倒産再建を進める難しさを示している。不良
債権処理は本格化したものの，まだ解決にはほど遠いのが現状である。 (小川)

対 外 関 係

インドの2017年の対外関係は，パキスタンとの関係改善は進展せず，また，中
国との領土問題で緊張が高まったことが特徴である。アメリカのトランプ政権と
は経済面では利害が食い違う面もあるが，総じて良好な関係が構築されている。
インド政府が4月26日に国連の制裁決議に沿って食料品と医薬品を除く全品目に
ついて北朝鮮との貿易を全面的に停止したことは，モディ政権のアメリカや日本
との関係重視という方向性を象徴している。また，ロシアとも良好な関係が維持
され，3月17日にはスホーイ戦闘機の供給・維持などについて，長期契約が締結
された。6月1日にはロシア訪問中のモディ首相とプーチン大統領の間で TN州
で建設予定の2つの原子力発電所に関して署名が取り交わされ，また，11月28日
には両国間で安全保障に関する包括的合意を成立させた。

パキスタン
パキスタンとの関係改善は2017年も大きな進展はなかったが，最低限の信頼醸

成チャンネルは維持されてはいる。核施設への攻撃禁止合意に基づき，毎年1月
1日に行われる核関連施設リストの交換は今年も行われた。また，2016年9月18
日にジャンムー・カシミール(JK)州カシミール地域のインド陸軍基地をパキス
タンから侵入した武装勢力が襲撃した事件以降，インドはインダス川条約に関す
るパキスタンとの話し合いを棚上げした。しかし，世銀の仲介によって両国間で
インダス川河川水利用について調整する常設インダス委員会が3月20日(～21日)
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にパキスタンのラホールで開催され，インドも代表を派遣した。このように，最
低限の話し合いのチャンネルは維持されてはいるが，両国間に横たわるカシミー
ル問題のため，関係改善の道筋はみえてこない。
カシミールでインドとパキスタンを分ける実効支配線(LoC)の周辺では，2016

年には上述のパキスタンからの武装勢力の襲撃，および，インドによるパキスタ
ン側カシミールの武装勢力基地への報復攻撃があり，軍事的緊張が高まった(『ア
ジア動向年報 2017』参照)。2017年も緊張は続いており，4月27日には JK州カ
プワーラーの軍キャンプがパキスタンから越境してきたとみられるゲリラ戦闘員
に襲撃され，兵員3人が死亡する事件が起きている。カシミールでは2017年には
200人以上のゲリラ戦闘員が殺害され，インド軍にもかなりの犠牲者が出たとみ
られ，事態は深刻である。さらに，LoCを挟んでの印パ両軍の銃撃戦，砲撃戦
も起こっている。5月13日から砲撃の応酬が起こった。5月17日にはカシミール
のラジョウリ県の LoC周辺で，パキスタンの砲撃により住民400人以上が避難し
た。両国は緊張がエスカレートすることを恐れて7月17日には両国の軍事作戦司
令官が，ホットライン上で電話会談を行っている。
両国関係を悪化させた他の事件として，4月10日にパキスタンの軍事法廷が元

インド海軍将校クルブーシャン・ジャーダヴに対してスパイ罪で死刑判決を下し
た事件がある。パキスタンの主張によると，2016年3月3日にバローチスタンで
当局に逮捕されたとされる同氏は，インドの情報機関である調査分析部(RAW)
に属しスパイ活動を行っていたとされる。インド政府は国際司法裁判所に訴え，
5月18日に同裁判所は判決が下るまで死刑執行停止を要請した。11月18日にパキ
スタンは人道的見地からジャーダヴと妻の面会を認める決定を行い，インドも決
定を受け入れ，12月25日にジャーダヴと家族は面会が実現した。

中国
中国との関係は，東部の領土係争地での道路建設をめぐって緊張が高まり，一

時的に関係が悪化した。発端は6月中旬に中国の人民解放軍道路建設隊が，中国
とブータンの係争地域であるドークラーム高地から，中国の主張するシッキム，
ブータン，中国の境界地ドーコ・ラへ至る道路を建設しようとしたことにある。
インドは道路建設を阻止するためインド軍を投入し，ドーコ・ラで中国軍とのに
らみ合いが長期にわたり続くことになった。インドが軍事的に対抗したのはイン
ドの主張する国境を越えて中国が強引に侵入したからである。また国連安全保障
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理事会常任理事国である中国と外交関係をもたないブータンの利益を保護するた
めでもある。インドとブータンは歴史的に密接な関係にあり，両国は2007年の友
好条約に基づいて安全保障に関して特別な関係を結んでいる。
中国は係争地であるドークラーム高地の問題は中国とブータンの問題であり，

ドーコ・ラは中国の領域であるとの立場から妥協しなかった。この地域での「に
らみ合い」は従来からあり，今回，中国が強硬な姿勢を示した背景には，2017年
に入ってからのインドの一連の動きが背景にあるとみられる。まず，インド在住
の亡命チベット人宗教指導者ダライ・ラマが，中国がインド領とは認めていない
アルナーチャル・プラデーシュ州へ4月4日から訪問したことが中国を刺激した。
これに対し中国の外務省は4月5日に抗議した。また，5月14日から始まる中国
の「一帯一路」国際フォーラムにインドが参加しないことを決定し，ブータンも
それに同調したことも中国を刺激したとみられる。
一方，インドにとって大前提としてアルナーチャル・プラデーシュ州の領有権

やブータンも含む東部係争地の問題に中国が関与を強めることは看過できない。
また，ネパールが4月17日(～26日)に中国との初の合同軍事演習を行ったことは，
従来ネパールを安全保障上，自国の影響圏と認識するインドの懸念を高めたこと
は間違いない。さらに，中国の「一帯一路」構想のひとつの柱である中国・パキ
スタン経済回廊構想(CPEC)では，インドが領有権を主張しているがパキスタン
が実効支配するパキスタン側カシミールを通過する道路が，中国のカシュガルか
らパキスタンのグワーダル港を結んで建設される。これもインドにとっては黙認
できないことである。
2012年に両国は係争地における紛争を話し合いで回避するためインド・中国国

境問題協議調整作業メカニズムを設けたが，以上のような背景もあって有効に作
動せず，両軍の対峙は長期にわたった。ただし，両国とも非難の応酬にもかかわ
らず対立がエスカレートしないよう自制も働かせたといえる。たとえば，7月10
日から17日にベンガル湾で行われたインド，アメリカ，日本の海軍共同演習マラ
バールが始まる前の7月7日に，中国は同演習について，「正常な協力に対する
反対はしない」と慎重に対応した。
結局，8月28日に両国とも6月16日以前の状況に復帰することで合意がなり，

軍事的緊張は回避された。9月3日から5日にかけて中国の厦門(アモイ)で開催
された BRICS首脳会議を控えて中国側の配慮があったといえる。中国とパキス
タンの密接な関係にもかかわらず，共同コミュニケでパキスタン・ターリバーン

問題を内包しつつも安定した政権運営を続けるモディ政権
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運動(TTP)に加えてパキスタンを根拠地としてインドを攻撃するジャイシェ・ム
ハンマド(ムハンマドの軍隊：JeM)，ラシュカル・エ・トイバ(純粋な者の軍隊：
LeT)をテロ組織として指摘したことは，中国の姿勢の変化と受けとめられた。
モディ首相と習近平主席の個別会談も同月5日に行われた。

アメリカ
アメリカ第一主義を唱えるトランプ新大統領がインドとの関係をどのように構

築するか注目されたが，いくつかの懸念材料を抱えながらも，比較的に順調な関
係を維持している。ひとつの懸念材料は，移民の制限を掲げるトランプ政権が，
技術者や専門家がアメリカで雇用を得る時に必要となる非移民就労ビザの H-1
Bビザを得る基準を，どう厳格化するかであった。多くのインド人技術者が H-
1 Bビザによりアメリカで雇用されているためインド政府も大きな関心を寄せ
ていたが，ビザの厳格化の方向性は2017年中には明確化しなかった。
モディ首相は6月25日に訪米し，翌26日トランプ新大統領と初の首脳会談を

行った。会談後の共同声明では，テロとの戦いの重視，自由公正な貿易関係を含
むインド太平洋地域の安定，対アフガニスタン政策での協力，北朝鮮の核・ミサ

2017年のインド
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イル開発に対する非難などで合意し，両政権の関係が順調な滑り出しをみせてい
ることを内外に示した。上述のインドと中国のドークラーム高地での軍事対立時
には，アメリカ国務省は緊張を解消するために7月19日に両国に対話を求める声
明を発表し，バランス感覚を示したが，インド重視の方向性はその後も基本的に
変化はない。
トランプ大統領が8月21日の演説で示したアフガニスタンおよび南アジア政策

「南アジア新戦略」では，大統領はアフガニスタンからの米軍の早急な撤収はテ
ロリスト勢力の拡大につながるため，当面は撤収しないことを示した。また同演
説において，パキスタンをテロの温床となっていると非難したのに対し，インド
は戦略的パートナーとして重要であると述べたことで，インドはトランプ大統領
の演説を評価した。
このような，トランプ政権の南アジアでのインド重視政策は，一方で，インド

にアフガニスタン問題への関与拡大を求めるものであった。これに関して9月11
日に，インドはアフガニスタン政府との間で，インドでのアフガニスタン兵士の
訓練，治安部隊への援助を強化することに同意したものの，9月26日に来訪した
マティス米国防長官との会談では，国防大臣 N・シタラマンはアフガニスタンに
部隊を投入する意図はないことを表明している。10月24日に来訪したティラーソ
ン米国務長官は翌日のスシマ・スワラージ外務大臣との会談で，両国が自然な同
盟国であることを強調したうえでインドのアフガニスタンへの関与拡大を再度求
めた。同長官はモディ首相との会談でもテロとの戦いの重要性を強調した。この
ように，アメリカの積極姿勢に応じつつも，戦略レベルでは慎重な姿勢をみせて
いる。
中国での BRICS首脳会議で9月4日に採択された厦門宣言では，アメリカの
保護主義に対する反対が表明された。それは，経済関係では BRICSおよびイン
ドの利益を，トランプ政権に対して明確に主張したことを意味する。

日本
日本との関係は順調に推移した。5月24日にグジャラート州ガンディナガルで

開かれたアフリカ開発銀行総会では，前年11月に両国首脳によって提案されたア
ジア・アフリカ成長回廊構想のビジョンが改めて提案された。また，上述の7月
にベンガル湾で行われた海軍共同演習マラバールへの海上自衛隊の参加，7月20
日の日印民生用原子力協定の発効，9月6日に東京で行われた年次国防大臣会議

問題を内包しつつも安定した政権運営を続けるモディ政権
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開催などを通じて戦略的協力関係が深化しつつあることが示された。年次国防会
議では，対潜作戦，反テロリズム，人道的支援，災害救済などで協力を強化する
ことが国防大臣アルン・ジャイトレー(帰国後，国防大臣は N・シタラマンに交
替)および日本の小野寺五典防衛大臣の間で同意された。9月13日には安倍首相
が来訪し，14日，日印年次首脳会合が行われた。両国の共同声明では，自由で開
かれ繁栄したインド太平洋地域を目指すことが強調され，また，北朝鮮による
核・ミサイル開発に対する非難が盛り込まれた。 (近藤)

2018年の課題
2018年のインド政治の課題は，ネオリベラル指向の構造改革の政治・政策と，

大衆，とくに貧困大衆が求める再分配重視あるいは福祉的な政治・政策との間で，
どうバランスをとるかが大きな問題であろう。また強引なヒンドゥー民族主義，
国家主義の押しつけは寛容で多元的なインド民主主義と相容れず，社会的紛争・
暴力を誘発することは明らかで，モディ政権はヒンドゥー民族主義とどのような
距離をおくのか慎重な対応が求められる。国際関係に関しては冷え切った対パキ
スタン関係修復の糸口を探ることが求められよう。
2017年は「5カ年計画」が終了し，新たな経済政策へ移行する重大な変化がみ

られた年であった。新経済政策は，2017年8月に出された3年計画に加えて，7
年計画と15年計画が示されることがすでに公表されている。新経済政策はすでに
2017年にスタートしており，中長期的な経済政策ビジョンを示すことが2018年の
政策委員会および連邦政府の課題となる。2017年に未解決に終わった最大の問題
は，銀行の不良債権問題である。2017年は RBIの権限が強化され，不良債権処
理が本格的に始まったが，最新の報告によると2017年9月のグロス不良債権比率
は10.2％であり，同年3月の同比率(9.6％)から増加している状況が改善に向かっ
ていないことがわかる。この問題が引き続き，2018年の課題となる。

(近藤：地域研究センター)
(小川：金沢大学国際基幹教育院)
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重要日誌 インド 2017年
1月4日

▲

アッサム州とテーランガーナー州
が配電会社救済(UDAY)スキームへの参加を
電力省と合意。
9日

▲

タミル・ナードゥ(TN)州が UDAY

スキームへの参加を電力省と合意。
12日

▲

グジャラート州で第8回バイブラン
ト・グジャラート・サミット開催。
20日

▲

インド準備銀行(RBI)副総裁にヴィ
ラル・アーチャーリャ就任。
22日

▲

アーンドラ・プラデーシュ(AP)州
ヴィジヤナグラム県で特急列車脱線事故。39
人死亡。
25日

▲

アラブ首長国連邦と包括的戦略パー
トナーシップを結ぶ。
26日

▲

アッサム州でインド共和国記念日に
分離主義組織により連続爆弾テロ。
31日

▲

ハリヤーナー州ヒサール県で，高
カーストの暴力から逃れるためダリト(被抑
圧民)が村から避難。

▲

所得税局，高額紙幣の流通停止によって
回収した現金を精査する「クリーン・マネー
作戦」を開始。
2月1日

▲

2017/18年度連邦予算案が発表。
6日

▲

カシミールの分離主義指導者，パキ
スタンでのカシミール連帯日を賞賛。
8日

▲

RBI の金融政策委員会の会合で，
現行6.25％の政策金利(レポ・レート)の据え
置きを決定。
14日

▲

グジャラート州でナルマダー河から
の取水量を増やすことを要求する農民と警察
の衝突で負傷者多数。
18日

▲

TN 州で全インド・アンナ・ドラ
ヴィダ進歩連盟の新州首相 E・K・パラニス
ワミ，州議会で信任を得る。
19日

▲

ナガランド州首相 T・R・ゼリアン，
地方自治体議席の33％を女性に留保する案に

対する反対運動激化で辞任。22日に S・リエ
ジエツが新首相に就任。
23日

▲

シッキム州が UDAYスキームへの
参加を電力省と合意。
3月2日

▲

北インドのジャート・カースト，
入学や公務員採用などでの留保を求め，デ
リーで示威大会。
5日

▲
AP州政府，新州都アラマヴァティ

で最初の予算州議会開催。
7日

▲

ジャンムー・カシミール(JK)州南
カシミールでの治安部隊による対ゲリラオペ
レーションが民衆の抵抗，反発で中止。
11日

▲

州議会選挙開票，ウッタル・プラ
デーシュ(UP)州とウッタラーカンド州では
インド人民党(BJP)大勝，パンジャーブ州で
は会議派勝利，ゴア州とマニプル州は会議派
が第1党となるも，過半数に届かず。

▲

チャッティースガル州と AP州境のスク
マ県で毛沢東主義ゲリラによる待ち伏せ攻撃。
中央予備警察隊12人が死亡。
14日

▲

アッサム州コクラジャールでボー
ドーランド運動諸団体，州設立を求めてハン
ガーストライキ。
15日

▲

商工省，「デリー・ムンバイ産業回
廊プロジェクト」の組織改編を発表。
19日

▲

統一ナガ評議会(UNC)によって行
われていたマニプル州の4カ月にわたる経済
封鎖，UNC，州政府，中央政府間の会談に
よって解除。
22日

▲

UP州で反食肉業者運動。警察も違
法屠殺業者を摘発。これに対して UP州西部
の食肉業者，州政府に抗議してストライキ。
31日

▲

所得税局，パナマでのインド人によ
る未申告海外資産保有に関連して1900人の調
査を開始。

▲

第12次5カ年計画終了。これにより1951
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年来続いた「5カ年計画」政策終了。
4月1日

▲

政策委員会による3カ年の新経済
政策が開始。

▲

RBIが不良債権問題解決のため，「早期
是正措置」の実施を決定。
2日

▲

カルナータカ州では天候不順による
不作により，3カ月で50人の農民が自殺。
3日

▲

南アジアサブリージョナル経済協力
イニシアティブ財務大臣会議，デリーで開催。
5日

▲

チベットの亡命宗教指導者ダライ・
ラマのアルナーチャル・プラデーシュ州訪問
に対して中国外務省が抗議。
7日

▲

バングラデシュ首相シェイク・ハシ
ナ来訪。両国，22の合意を締結。ティースタ
河の取水配分については進展無し(8日)。
10日

▲

パキスタン軍事法廷，元インド海軍
将校に対してスパイ罪で死刑判決。
23日

▲

政策委員会，3カ年の新経済政策の
方針に関する会合を開催。
26日

▲

インド政府，国連の制裁決議に沿っ
て，食料品と医薬品を除く全品目について北
朝鮮との貿易を停止することを発表。
5月4日

▲
UP州サハーランプルでタークル・

カーストとダリトが衝突し数人の死者発生。
▲

連邦政府，大統領令によって1949年銀行
規制法を改正。
5日

▲

中央政府，アッサム全域(一部除く)
を3カ月間，騒乱地域に指定。
12日

▲

インド政府，中国の「一帯一路」国
際フォーラム(14日～)への不参加を表明。
ブータンも同調。
17日

▲

JK 州ラジョウリ県の実効支配線
(LoC)地域でパキスタンの砲撃により住民
435人が避難。

▲

チャッティースガル州バスタル県での掃
討作戦で毛沢東主義ゲリラ十数人殺害。
18日

▲

アフリカ開発銀行年次総会をガン

ディナガルで開催。

▲

第14回「物品・サービス税」(GST)評議
会で，GST税率を決定。
23日

▲

環境・森林・気候変動省，家畜が屠
殺を目的として売買されるのではないことが
証明されないかぎり，家畜を市場に持ち込む
ことを禁止する通達を発令。
24日

▲

UP州首相 Y・アーディティヤナー
トのクシーナガル県訪問で，地方行政官がダ
リトのムサハル・カースト村人に対して石鹸
で体を洗っておくように指示。これに対して
厳しい非難。

▲

外国投資促進委員会の廃止を連邦内閣が
閣議決定。
26日

▲

株式指数 SENSEX が31028.21をつ
けて，最高値を更新。
27日

▲

ケーララ州首相，中央政府の牛の取
引資格を厳格化する通達は農民やダリトに不
利益として反発。
6月1日

▲

モディ首相，ロシア訪問(～3日)。
TN州に建設予定の2つの原発に関して署名。
6日

▲

マディヤ・プラデーシュ州マンドサ
ウル県で，農業ローン返済免除，農産物買い
上げ価格の値上げを求める農民の抗議行動が
暴動化。警察の発砲で農民5人が死亡。
12日

▲

RBI が，銀行不良債権処理のため
の第1回内部諮問委員会の会合を開催。
13日

▲

RBI，銀行の不稼働資産に関し，大
口債務者12社をリスト化し，倒産再建手続き
を命令。
15日

▲

ダリトの権利拡大を訴えるビーム軍，
指導者の逮捕に抗議してデリーで集会。
16日

▲

JK州アナントナーグ県で武装ゲリ
ラ，ラシュカル・エ・トイバ(純粋な者の軍
隊：LeT)の襲撃により警察官8人，民間人
3人，ゲリラ2人死亡。

▲

中国人民解放軍道路建設隊が中国の主張
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するシッキム，ブータン，インドの境界点ドー
コ・ラへの道路を建設しようとしたことから，イ
ンド軍と中国軍のにらみ合いが始まる。
17日

▲

西ベンガル州，ダージリン丘陵で，
州設立を求めるゴルカ人民解放戦線と治安部
隊との衝突で数人が死亡。

▲

ケーララ州コチ市で，メトロ鉄道開業式
を開催。
18日

▲

第17回 GST評議会で，7月1日の
GST実施を再確認。
19日

▲

パンジャーブ州首相アマリンデル・
シン，農民の農業ローン返済免除発表。
25日

▲

モディ首相訪米。トランプ大統領と
会談(26日)。
29日

▲

モディ首相，ジャールカンド州ラー
ムガルで牛肉を運搬したと疑われた男性が群
衆に撲殺されたことに関し，牛保護を口実と
した殺人を非難。
7月1日

▲

GSTが施行。

▲

所得税法を改正し，基本税務番号(PAN)
カードの申請，所得税申請に固有識別番号
(Aadhaar)の提示を義務付ける。
2日

▲
GSTのインパクトに関する中央モ

ニタリング委員会が第1回会合を開催。
4日

▲

デリーでの ASEAN・インド対話で，
ベトナムはインドに南シナ海における「航行
の自由」支援を期待。

▲

エッサール社，グジャラート高裁に倒産
再建手続き猶予の申し立て(18日に棄却)。
5日

▲

インド首相として初めてモディ首相，
イスラエル訪問。パレスチナは訪問せず。
7日

▲

インド外務省，北朝鮮による7月4
日の大陸間弾道弾の発射を非難。
10日

▲

インド，アメリカ，日本の合同海軍
演習マラバール，ベンガル湾で開始(～17日)。
13日

▲

北東諸州で洪水被害拡大。
20日

▲

大統領選挙，国民民主連合(NDA)

が推すラーム・ナート・コーヴィンドが勝利。
25日，第14代大統領に就任。

▲

日印民生用原子力協定発効。
21日

▲

財務担当大臣，連邦下院で中央政府
は農業ローンの返済免除を行わないと陳述。
26日

▲

ケーララ州の造船所労働者，公企業
の株式放出に反対して抗議行動。

▲

ビハール州首相ニティシュ・クマール，
副州首相で民族ジャナター・ダル(RJD)の
テージャスウィ・ヤーダヴの腐敗を理由とし
て RJD との関係を清算し，州首相辞任。翌
27日に BJPの支持を得て州政権を発足させ，
28日に州議会の信任投票で信任確保。
8月1日

▲

RBIの金融政策委員会の会合で，
レポ・レートを25ポイント下げて6％に決定(～2日)。
5日

▲

副大統領選挙でヴェンカイアー・ナ
イドゥが当選。11日に就任。
7日

▲

最高裁，国家食糧安全保障法が成立
し4年たっても，多くの州で関連組織が適切
に機能していないと非難。
11日

▲

UP州ゴーラクプルの政府病院で業
者への支払い遅延から液体酸素供給不足で2
日間に児童30人が死亡。
18日

▲

ビハール州，アッサム州，UP州な
どで洪水被害が深刻化。
22日

▲

最高裁，夫が「タラーク」を3回唱
えれば離婚できるイスラームの慣習を憲法に
反するとして停止。6カ月以内に禁止を立法
化するように政府に指示。
23日

▲

政策委員会，3カ年の新経済政策に
関する政策方針を公表。
25日

▲

宗教セクト，デーラ・サチャ・ソウ
ダ(真実の場所)の指導者グルミート・ラー
ム・ラヒム・シン，インド中央捜査局(CBI)
特別法廷でレイプの罪で有罪判決。反発した
信者がハリヤーナー州パンチクラ県で暴徒化
し，36人が死亡。軍の出動によって沈静化。

2017年 重要日誌
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26日

▲

JK州プルワマ県でジャイシェ・ム
ハンマド(ムハンマドの軍隊：JeM)ゲリラの
攻撃により治安部隊8人，ゲリラ3人が死亡。
28日

▲

シッキム，ブータン，中国の境界点
ドーコ・ラでの中国軍とインド軍のにらみ合
いに関し，両国は6月16日以前の状況に復帰
することで合意。
9月3日

▲

モディ政権，内閣改造。

▲

モディ首相，中国・厦門(アモイ)で開催
の BRICS首脳会議に出席(～5日)。5日に
習近平中国国家主席と会談。
13日

▲

日印年次首脳会合で安倍首相来訪
(～14日)。安倍・モディ両首脳，北朝鮮に対
して核兵器・ミサイル開発の中止を求める。
パキスタンが過去に北朝鮮と密接なつながり
をもっていたことにも言及(14日)。
25日

▲

政策委員会，モディ首相への助言の
ため経済顧問評議会を設置。

▲

モディ首相，全世帯への電力供給を目指
す新スキームを公表。
10月2日

▲

RBI の金融政策委員会の会合で，
レポ・レートを6％の据え置きで決定(～3日)。
3日

▲
JK州で JeMゲリラがシュリナガル

空港近くの国境保安隊(BSF)に対し自殺攻撃。
ゲリラ3人，BSF隊員1人死亡。
9日

▲

会議派は，BJP党首アミット・シャー
の息子所有の会社をめぐる疑惑に関して，
シャーの党首辞任，諮問委員会設置を要求。
13日

▲

最高裁，政府がロヒンギャ問題は人
道面，安全保障など考慮して対処するよう政
府に要求。
19日

▲

ディーパヴァリー祭での花火の禁止
も，デリーの大気汚染は改善せず。
24日

▲

財務省，「持続的成長のための，力
強いマクロ経済基礎と改革」というステート
メントで景気刺激策を展開。
27日

▲

フランス防衛大臣来訪。両国はイン

ド太平洋地域での全面的な防衛協力で合意。
29日

▲

インドとロシア，19日にウラジオス
トクで開始した3軍の対テロ合同演習を完了。
31日

▲

世界銀行の Doing Businessランキン
グで，インドが100位に(前年より30ランク
アップ)。
11月10日

▲

第23回 GST 評議会で，シャン
プー等，一部の物品の税率カテゴリーを変更。
18日

▲
カシミールのバンディポーラ県で治

安部隊，LeTゲリラと交戦。ゲリラ6人を殺
害，兵士1人死亡。
23日

▲

連邦政府，大統領令によって2016年
破産倒産法を改正。
27日

▲

内務大臣ラージナート・シン，ロシ
ア訪問(～29日)。両国間で安全保障に関する
包括的合意が締結(28日)。
29日

▲

アッサム州で部族民諸団体による12
時間ゼネスト。
12月5日

▲

RBIの金融政策委員会の会合(～6
日)で，レポ・レートを6％の据え置きで決定。
11日

▲

ラーフール・ガンディー，会議派の
党首に選出。16日，第16代総裁に正式就任。
16日

▲

ジャールカンド州の石炭鉱区割り当
てに絡むスキャンダルで政府高官など収監。
18日

▲

グジャラート州，ヒマーチャル・プ
ラデーシュ州議会選挙開票。両州で BJP勝利。
23日

▲

ジャールカンド州ランチーの CBI

特別法廷での飼料詐欺に関係する判決で，元
ビハール州首相で RJD のラッルー・プラ
サード・ヤーダヴおよび，ほかの15人に対し
有罪判決。ラッルーは収監。
27日

▲

英民間調査機関の経済ビジネス・リ
サーチ・センター，2018年にインドの経済規
模が世界5位になる見通しを報告。
29日

▲

西ベンガル州ジャダヴプル大学で開
催のインド歴史学会大会にて，州首相ママ
ター・バネルジー，歴史修正主義を批判。
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参考資料 インド 2017年
●໐1 国家機構図(2017年12月末現在)

●໐2 連邦政府主要人名簿
(2017年12月末現在)

大統領 Ram Nath Kovind

副大統領 Venkaiah Naidu

法務総裁 K. K. Venugopal

議会
上院議長 Venkaiah Naidu

下院議長 Sumitra Mahajan

司法
最高裁長官 Dipak Misra

国軍
陸軍参謀長 Bipin Rawat

海軍参謀長 Sunil Lanba

空軍参謀長 Birender Singh Dhanoa

統合国防長 Satish Dua

その他主要政府機関
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中央捜査局長 Alok Kumar Verma

中央情報委員会委員長 Radha Krishna Mathur

中央汚職取締委員会委員長 K.V. Chowdary

会計検査院院長 Rajiv Mehrishi

選挙管理委員会委員長 Achal Kumar Joti

国家後進諸階級委員会委員長(憲法上の機関
とするため憲法改正案審議中) (空席)
国家少数派委員会委員長

Syed Ghayorul Hasan Rizvi

国家指定カースト委員会委員長
Ram Shankar Katheria

国家指定部族委員会委員長 Nand Kumar Sai

国家女性委員会委員長 Rekha Sharma

国家人権委員会委員長 H. L. Dattu

主席科学顧問官 R. Chidambaram

政策委員会委員長 Narendra Modi (首相)
通信規制委員会委員長 R. S. Sharma

第15次財政委員会委員長 Nand Kishore Singh

連邦人事委員会委員長 David R. Syiemlieh

インド固有番号制度機関委員長
J. Satyanarayana

保険規制開発機関委員長 T.S.Vijayan

国家災害管理機関委員長
Narendra Modi (首相)

科学産業研究評議会議長
Narendra Modi (首相)

医療審議会委員長 Jayshree Mehta

大学補助金委員会委員長 Dhirendra Pal Singh

●໐3 国民民主連合閣僚名簿
(2017年12月末現在)

首相，人事・苦情処理・年金，原子力，宇宙，
その他 Narendra Modi (BJP)
閣内(内閣)大臣
内務 Raj Nath Singh (BJP)
外務 Sushma Swaraj (BJP)
財務，企業問題 Arun Jaitley (BJP)
国防 Nirmala Sitharaman (BJP)
商工業 Suresh Prabhu (BJP)

陸上運輸・幹線道路，船舶，水資源・河川開
発・ガンジス川再生

Nitin Jairam Gadkari (BJP)
統計・事業実施 D.V. Sadananda Gowda (BJP)
飲料水・公衆衛生 Uma Bharati (BJP)
科学技術，地球科学，環境・森林・気候変動

Harsh Vardhan (BJP)
消費者問題・食糧・公共配給

Ramvilas Paswan (LJP)
女性・児童開発 Maneka Sanjay Gandhi (BJP)
化学・肥料，議会問題 Ananthkumar (BJP)
エレクトロニクス・情報技術，司法・公正

Ravi Shankar Prasad (BJP)
保健・家族福祉 Jagat Prakash Nadda (BJP)
鉄鋼 Chaudhary Birender Singh (BJP)
民間航空

Ashok Gajapathi Raju Pusapati (TDP)
重工業・公企業 Anant Geete (SS)
食品加工業 Harsimrat Kaur Badal (SAD)
農村開発，パンチャーヤト制度，鉱業

Narendra Singh Tomar (BJP)
部族問題 Jual Oram (BJP)
農業・農民福祉 Radha Mohan Singh (BJP)
繊維，情報・放送 Smriti Zubin Irani (BJP)
社会正義・エンパワーメント

Thaawar Chand Gehlot (BJP)
人的資源開発 Prakash Javadekar (BJP)
石油・天然ガス，技能開発・企業家

Dharmendra Pradhan (BJP)
石炭，鉄道 Piyush Goyal (BJP)
少数派問題 Mukhtar Abbas Naqvi (BJP)
国務大臣(単独で主管)
計画 Inderjit Singh Rao (BJP)
労働・エンパワーメント

Santosh Kumar Gangwar (BJP)
アーユルベーダ，ヨガおよび伝統療法

Shripad Yesso Naik (BJP)
北東地域開発 Jitendra Singh (BJP)
文化 Mahesh Sharma (BJP)
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零細・中小企業 Giriraj Singh (BJP)
通信 Manoj Sinha (BJP)
青年問題・スポーツ

Rajyavardhan Singh Rathore (BJP)
電力，新エネルギー・再生エネルギー

Raj Kumar Singh (BJP)
住宅・都市問題 Hardeep Singh Puri (BJP)
観光 Alphons Kannanthanam (BJP)
国務大臣
外務 V.K. Singh (BJP)
化学・肥料 Inderjit Singh Rao (BJP)
原子力，宇宙，人事・苦情処理・年金，首相
府 Jitendra Singh (BJP)
環境・森林・気候変動 Mahesh Sharma (BJP)
農村開発 Ram Kripal Yadav (BJP)
鉱業，石炭

Haribhai Parthibhai Chaudhary (BJP)
飲料水・公衆衛生 S.S. Ahluwalia (BJP)
内務 Hansraj Gangaram Ahir (BJP)
鉄道 Manoj Sinha (BJP)
司法・公正，企業問題 P.P. Chaudhary (BJP)
人的資源開発 Upendra Kushwaha (RLSP)
船舶，財務 Radhakrishnan P (BJP)
内務 Kiren Rijiju (BJP)
社会正義・エンパワーメント

Krishan Pal (BJP)
社会正義・エンパワーメント

Vijay Sampla (BJP)
鉄鋼 Vishnu Deo Sai (BJP)
部族問題 Sudarshan Bhagat (BJP)
議会問題，統計・事業実施 Vijay Goel (BJP)
科学技術，地球科学 Y.S. Chowdary (TDP)
民間航空 Jayant Sinha (BJP)
情報・放送 Rajyavardhan Singh Rathore (BJP)
重工業・公企業

Babul Supria (Babul Supriyo) Baral (BJP)
食品加工業 Sadhvi Niranjan Jyoti (BJP)
社会正義・エンパワーメント

Ramdas Athawale (RPI(A))

飲料水・公衆衛生
Ramesh Chandappa Jigajinagi (BJP)

鉄道 Rajen Gohain (BJP)
農業・農民福祉，パンチャーヤト制度

Parshottam Rupala (BJP)
外務 M.J. Akbar (BJP)
部族問題

Jaswantsinh Sumanbhai Bhabhor (BJP)
国防 Subhash Ramrao Bhamre (BJP)
議会問題，水資源・河川開発・ガンジス川再
生 Arjun RamMeghwal (BJP)
陸上運輸・幹線道路，船舶，化学・肥料

Mansukh L. Mandaviya (BJP)
保健・家族福祉 Anupriya Patel (AD)
消費者問題・食糧・公共配給，商工業

C.R. Chaudhary (BJP)
繊維 Ajay Tamta (BJP)
エレクトロニクス・情報技術

Alphons Kannanthanam (BJP)
農業・農民福祉 Krishna Raj (BJP)
財務 Shiv Pratap Shukla (BJP)
保健・家族福祉

Ashwini Kumar Choubey (BJP)
女性・児童開発 Virendra Kumar (BJP)
技能開発・企業家 Anantkumar Hegde (BJP)
農業・農民福祉

Gajendra Singh Shekhawat (BJP)
人的資源開発，水資源・河川開発・ガンジス
川再生 Satya Pal Singh (BJP)

(注) カッコ内政党名略号。BJP：インド人民
党，SS：シ ヴ・セ ー ナ ー，TDP：テ ル グ・
デーサム党，SAD：アカリー・ダル，LJP：人
民の力党，RLSP：国家大衆平等党，RPI(A)：
インド共和党(アトヴァレ派)，AD：我が党
(出所) 政府発表の閣僚名簿 https://www.india.

gov.in/my-government/whos-who/council-ministers)
および，その他各省庁のウェブサイトなどから
筆者作成。
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主要統計 インド 2017年
1 基礎統計

2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 2017/18
人 口(年度央値，100万人) 1,2173) 1,2333) 1,2674) 1,2834) 1,2994) 1,316
組織部門就業人口(100万人)1) 29.58 - - - - -
出 生 率(1000人当たり) 21.6 21.4 - - -
食 糧 穀 物 生 産(100万トン) 257.1 265.0 252.0 251.6 275.1 277.55)
消 費 者 物 価 上 昇 率(％) 10.2 9.5 5.9 4.9 4.96) 3.76)
為 替 レ ー ト(1ドル=ルピー)2) 54.41 60.50 61.14 65.03 67.247) 64.497)
(注) 1)政府部門と雇用者数10人以上の事業所からなる民間非農業部門を含む。2012年3月31日時点
での値。2)年度平均値。3)第2次改訂値 4)年度平均値。5)第2次改定値。6)第1～第3四半
期の値。第3四半期は暫定値。7)4～12月の値。

(出所) Ministry of Finance, Economic Survey 2017-18, Ministry of Statistics and Programme Implementation,
Press Note on First Advance Estimates of National Income 2017-18, Ministry of Agriculture and Farmers
Welfare, Second Advance Estimate of Production of Foodgrain for 2017-18.

2 生産・物価指数
2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 2017/18

鉱工業生産指数(2004/05=100) 172.2 172.0 176.9 178.2 178.74) 187.67)
農 業 生 産 指 数(2007/08=100) 124.2 129.6 123.93) - - -
卸 売 物 価 指 数(2004/05=100) 167.6 177.6 181.2 178.7 182.65) 189.38)
消 費 者 物 価 指 数(2001=100)1) 215 236 251 264.76) 277.86) 163.46)
消 費 者 物 価 指 数(2010=100)2) 123.3 135.0 146.67) 151.86) 159.36) 93.86)
(注) 1)産業労働者についての総合指数。2)都市部と農村部の統合指数。3)第4次予測値。4)
2016年4～11月の値。5)公表値新基準年(2012=100)採用につき算出。6)公表値新基準年
(2012=100)採用につき算出。7)2017年4月～2018年1月の値。公表値新基準年(2011=100)採用につ
き算出。8)2017年12月の値。公表値新基準年(2012=100)採用につき算出。

(出所) Ministry of Statistics and Programme Implementation, Press Note on Quick Estimates of Index of
Industrial Production and Usebased Index for the Month of December, 2016, Ministry of Finance, Economic
Survey 2015-16, インド商工業省経済諮問室のウェブサイト・データ，Reserve Bank of India, Database
on Indian Economy。
3 国民所得統計1)

2013/142) 2014/153) 2015/164) 2016/175) 2017/185)
国 内 総 生 産(10億ルピー)
名 目 112,728 124,882 135,761 136,022 148,977
実 質(2011/12年度価格) 98,394 105,522 113,502 121,548 129,854

実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率(％) 6.6 7.2 7.6 7.1 6.5
1人当たり純国民生産(ルピー)
名 目 90,110 98,565 105,815 116,956 126,349
実 質(2011/12年度価格) 78,653 83,285 88,466 93,570 98,673

総国内資本形成(名目 GDP比 , ％) 34.7 34.2 - - -
総国内貯蓄率(名目 GDP比 , ％)5) 33.0 33.0 - - -
(注) 1)市場価格表示。2)第2次改定値。3)第1次改定値。4)暫定値。5)第1次予測値。
(出所) Ministry of Statistics and Programme Implementation, Press Note on First Advance Estimates of
National Income, Consumption Expenditure, 2017-18,同 , Press Note on Advance Estimates of National Income
2016-17。
4 産業別国内総生産(実質：2011/12年度価格)1) (単位：1,000万ルピー)

2013/142) 2014/153) 2015/164) 2016/175) 2017/185)
農 林 漁 業 1,588,237 1,584,293 1,604,044 1,669,833 1,732,371
鉱 業 267,378 296,328 318,377 312,663 339,972
製 造 業 1,579,721 1,667,069 1,821,926 1,957,026 2,112,345
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 200,861 216,970 231,228 246,188 258,672
建 設 業 818,494 854,636 887,957 913,918 927,085
商 業・ホ テ ル・運 輸・通 信 1,669,844 1,833,997 1,998,292 2,117,867 2,329,801
金融・保険・不動産・ビジネスサービス 1,844,070 2,039,460 2,248,845 2,450,391 2,606,602
地域・社会・個人向けサービス 1,115,765 1,234,737 1,316,522 1,485,151 1,564,473
(注) 1)基本価格表示の粗付加価値(GVA)。2)第2次改定値。3)第1次改定値。4)予測値。5)第
1次事前予測値。

(出所) Ministry of Statistics and Programme Implementation, Press Note on First Revised Estimates of
National Income, Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation 2015-16, Press Note on Advance
Estimates of National Income 2017-18.
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5 国際収支 (単位：10億ドル)
2012/13 2013/141) 2014/152) 2015/16 2016/17 2017/183)

経 常 収 支 -88.2 -32.4 -26.8 -22.2 -15.3 -22.2
貿 易 収 支 -195.7 -147.6 -144.9 -130.1 -112.4 -74.8
輸 出 306.6 318.6 316.5 266.4 280.1 149.2
輸 入 502.2 466.2 461.5 396.4 392.6 224.0

サ ー ビ ス 収 支 107.5 115.2 118.1 107.9 97.1 52.5
資 本 収 支 92.0 47.9 88.2 41.1 36.5 42.1
総 合 収 支 3.8 15.5 61.4 17.9 21.6 20.9
金 融 勘 定 -3.8 -15.5 -61.4 -17.9 -21.6 -20.9
外貨準備増減(増〈-〉, 減〈+〉)
(注) 1)部分改定値。2)暫定値。3)4～12月の予測値。
(出所) Ministry of Finance, Economic Survey 2017-18.

6 国・地域別貿易 (単位：100万ドル)
2015/16 2016/17 2017/18(4～2月)3)

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
ヨ ー ロ ッ パ 50,308 64,633 53,291 61,474 54,322 62,466
Ｅ Ｕ 44,461 43,898 47,319 42,385 48,400 42,679
欧州自由貿易連合加盟国1) 1,538 19,890 1,241 17,821 1,233 18,582
そ の 他 4,309 845 4,731 1,268 4,689 1,205

Ｃ Ｉ Ｓ ・ バ ル ト 諸 国 2,391 7,078 2,794 9,323 2,704 11,487
ア ジ ア ・ Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ 137,844 284,482 137,748 230,569 135,047 253,330
Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ 25,155 39,910 30,962 40,617 31,080 42,368
北 東 ア ジ ア 30,835 94,110 34,547 95,067 35,848 107,933
中 国 9,010 61,707 10,172 61,282 11718 69,505
日 本 4,663 9,850 3,846 12,585 4293 9,806

南 ア ジ ア 18,620 2,975 19,222 2,813 19,963 2,850
そ の 他 49,561 75,930 53,017 92,071 48,157 100,180

ア フ リ カ 25,027 31,669 23,129 28,845 22,418 33,748
ア メ リ カ 52,750 45,991 54,913 46,674 56,765 50,134
北 米 45,219 28,299 47,682 29,383 48,979 31,174
米 国 40,336 21,781 42,216 22,307 43329 23,344

ラ テ ン ア メ リ カ 7,531 17,692 7,231 17,291 7,785 18,960
合 計2) 272,294 442,863 275,851 384,356 273,756 419,341
(注) 1)アイスランド，ノルウェー，スイス，リヒテンシュタイン。2)非特定地域(unspecified region)
を含む。3)暫定値。

(出所) Ministry of Commerce and Industryのウェブサイト・データより作成。

7 中央政府財政 (単位：1,000万ルピー)

2014/15 2015/16 2016/17 2017/18
(概算値)

2017/18
(改定値)

2018/19
(概算値)

歳入(1)=(2)+(5) 1,663,672 1,790,783 2,014,407 2,146,735 2,217,750 2,442,213
経常歳入(2)=(3)+(4) 1,101,472 1,195,025 1,423,563 1,515,771 1,505,428 1,725,738
税収(3) 903,615 943,765 1,088,793 1,227,014 1,269,454 1,480,649
非税収(4) 197,857 251,260 334,770 288,757 235,974 245,089

資本収入(5)=(6)+(7)+(8) 562,200 595,758 590,844 630,965 712,322 716,475
貸付回収(6) 13,738 20,835 11,071 11,933 17,473 12,199
その他収入(7) 37,737 42,132 45,500 72,500 100,000 80,000
借入など(8) 510,725 532,791 534,273 546,531 594,849 624,276

歳出(9)=(10)+(11) 1,663,673 1,790,783 2,014,407 2,146,735 2,217,750 2,442,213
非計画支出(10) 1,201,029 1,449,153 1,616,711 1,723,407 - -
計画支出(11) 462,644 341,630 397,696 423,328 - -

財政収支(12)=(2)+(6)+(7)-(9) -510,726 -532,791 -534,273 -546,531 -594,849 -624,276
(出所) Ministry of Finance, Union Budget 2016-17, 同 , Union Budget 2017-18。
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